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２０２０年「あなたが選ぶ！三重県議会の活動ベスト１０」候補（概要） 

 

三重県議会の活動ベスト１０候補をリストアップしました。それぞれの内容は以下

のとおりですので、皆さんの選定の参考にしてください。 

 

                             

～開かれた議会運営の実現～ 
 

２月 ① 「みえ現場 de県議会～若者の県内定着の促進～」を開催《三重大学で討論》  

「みえ現場de県議会」は、県議会広聴広報会議

の委員等が県内各地に出向き、直接県民の皆さん

からご意見をお聞きする議会広聴の取組の一つ

です。 

２月１４日に三重大学で、「若者の県内定着の

促進」をテーマに開催しました。当日は、若者の

県内定着の促進に取り組む関係者の方や若者の

県内定着に関心のある方々が、高等学校卒業後や

高等教育機関卒業後の県内定着に向けた取り組

み等について意見交換を行いました。 

 

 

 

 

５月 ② 県議会新体制発足《２年目の議会活動をスタート》 

５月１５日に正副議長選挙を行い、議長に日

沖正信議員（新政みえ、いなべ市・員弁郡選出）、

副議長に服部富男議員（自由民主党県議団、三重

郡選出）を選出しました。また、７つの常任委員

会、特別委員会及び議会運営委員会の正副委員長

や委員などの選出も行い、県議会の新体制が発足し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

みえ現場 de県議会 

議長選挙 
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～住民本位の政策決定と政策監視・評価の推進～ 
 

１月 
③ 「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」等に関し申し入れ 

《正副議長、各常任委員長から知事へ》 

１月２１日、正副議長及び各常任委員長から知事

に対し、「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」最

終案及び「第三次三重県行財政改革取組」中間案に

基づく今後の「県政運営」等について、申し入れを

行いました。 

第三次行動計画については、地方創生に向け、県

のあらゆる施策を総動員して取り組むことなどを要

望しました。 

行財政改革取組については、県と市町が優れた取

り組みを互いに取り入れるなど市町と連携した効果

的な取り組みを展開することなどを要望しました。 

 

 

 

 

 

２月 ④ 新型コロナウイルスへの対応《国に意見書提出、補正予算を先議など》 

令和２年２月定例月会議において、新型コロナウイ

ルスへの対応に係る意見書を全会一致で可決し、議長

から国関係機関等に提出しました。 

３月会議では、令和元年度及び令和２年度の関連補

正予算を可決しました。 

６月、９月の定例月会議のほか、４月、５月、８月

には緊急会議を開催し、全員協議会において随時県当

局の対策等を確認しながら、提出された新型コロナウ

イルス感染症に関する関連補正予算を迅速に審議・可

決しました。 

なお、６月定例月会議では、感染拡大防止に向けた

取り組みを速やかに実行できるよう関連補正予算の

先議（６月１０日可決）を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参議院請願課長に意見書を手渡す議長 

 

知事への申し入れ 
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３月 ⑤ ＣＳＦ（豚熱）への対応《防疫対策の強化等を求める意見書を国に提出》 

２月定例月会議において、「ＣＳＦの防疫対策の

強化等を求める意見書」を全会一致で可決し、国関

係機関等へ提出しました。 

この意見書では、今後、ＣＳＦの予防的ワクチン

接種がより的確に実施され、養豚農家の負担軽減が

行われるよう、抗体付与率を上げるための手法の検

討など必要な取組をすることを国に求めました。 

 

 

 

８月 ⑥ 「令和２年版成果レポート」に関し申し入れ《全常任委員長から知事へ》 

８月４日に、予算決算常任委員長及び各行政部

門別常任委員長から知事に対し、「令和２年版成果

レポート」に基づく今後の「県政運営」等につい

て申し入れを行いました。 

 

《申し入れの主な内容》 

①新型コロナウイルス感染症対策について 

医療体制及び感染防止対策の充実・強化をはじ

め、事業と雇用を守るための事業者支援や地域経

済対策その他県民生活への支援等の対策の充実・

強化を図ること。 

②みえ県民力ビジョン・第三次行動計画について 

新型コロナウイルス感染症の社会への影響が見

通せることとなった時点で、計画の記載内容を追

加・修正するなど、必要な見直しを行うことを検

討すること。 

③財源の確保について 

 今後の補正予算及び来年度当初予算の編成に当

たっては、新しい生活様式や価値観、さらには「み

えモデル」で示された視点を踏まえて事業精査を

行うとともに、議会における予算審議の際には事

業精査の判断理由についても示すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 意見書を全会一致で可決 

知事への申し入れ 

 

 



 

 4 

～独自の政策提言と政策立案の強化～ 
 

１月 
⑦ 「三重県産材利用促進に関する条例検討会」の設置 

《県産材の利用促進に向け、精力的に調査》 

三重県産材の利用の促進に関し、条例の制定に向

けた調査および検討を行うため、１月に「三重県産

材利用促進に関する条例検討会」を設置しました。 

令和３年３月の条例案提出をめざして、１０月ま

でに １３回の検討会を開催し、木材利用に関わる

関係者からの聴き取りや兵庫県議会と兵庫県関係部

局からの聴き取りなどを行い、検討を進めました。 

また、７月には少人数の委員による調査も含め、

合わせて４回の県内調査を実施し、県内の県産材利

用に関わる現場の実態や課題等を調査しました。 

 

 

３月 ⑧ 「外国人労働者支援調査特別委員会」からの提言《正副委員長から知事へ》 

  

 

５月 
⑨ 「差別解消を目指す条例検討調査特別委員会」を設置 

《様々な差別の解消に向け、精力的に参考人招致などを実施》 

様々な差別の解消に向け、既存の条例との整合を図

りながら、新たな条例制定も視野に入れ、調査・検討

を行うため、５月に「差別解消を目指す条例検討調査

特別委員会」を設置し調査を進めています。 

特別委員会では、新型コロナウイルス感染症に関わ

る差別、インターネットによる人権侵害、部落差別、

女性・性に関する差別、外国人に対する差別などの実

態を調査するため、１０月までに１３回会議を開催

し、その中で、合わせて７回の参考人招致を実施しま

した。 

 

 
ウッドピア松阪での県内調査 

 

参考人招致の実施 

 

 

 

知事への提言 

 

外国人労働者調査特別委員会を令和元年５月に設置

し、以降「日本語教育支援」「企業等の関わり」「三重県

多文化共生総合相談ワンストップセンターの在り方」を

重点調査項目に位置付け、調査や委員間討議を重ねまし

た。令和２年３月には、１１カ月に及ぶ調査が完了した

ことから、３月１９日には、本会議において委員長報告

を行うとともに、正副委員長が直接知事に対して、調査

結果を踏まえた提言を行いました。 

《主な申し入れ事項》 

・日本語教育支援の質と機会の確保 

・企業への周知・啓発について 
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６月 
⑩ 北朝鮮による日本人拉致問題の早急な解決を求め決議 

《拉致問題解決に向け議会としてのメッセージを発信》 

令和２年６月、北朝鮮による拉致被害者の一人であ

る横田めぐみさんの父親であり、拉致被害者家族連絡

会の元代表である横田滋さんがお亡くなりになった

ことを受け、北朝鮮による日本人拉致問題を風化させ

ることなく、拉致被害者全員の帰国の実現に向けて全

力で取り組むことが必要であるとして、６月定例月会

議において全会一致で「北朝鮮による日本人拉致問題

の早急な解決を求める決議案」を可決しました。 

この決議では、北朝鮮に対し、一日も早く拉致被害

者全員を帰国させるよう強く求めるとともに、国会お

よび政府において、日本人拉致問題の早急な完全解決

のために全力を尽くして取り組むことを要望してい

ます。 

 

 

７月 
⑪ 「議員勉強会」を開催 

《テーマはデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進》 

７月１３日にデジタルトランスフォーメーション

（DX）の推進をテーマに、「議員勉強会」をオンライ

ンで開催しました。 

一般社団法人 Publitech 代表理事、福島県磐梯町

ＣＤＯ（最高デジタル責任者）である菅原直敏氏に

ご講演いただき、デジタルトランスフォーメーショ

ンの重要性や自治体における推進について共通認識

の醸成と更なる理解の向上を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   議員勉強会 

 

決議案を全会一致で可決 
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～分権時代を切り開く交流・連携の推進～ 

 

 

７月 ⑫ 「紀伊半島三県議会交流会議」を開催《共通課題について国へ要望》 

７月１７日に、和歌山県岩出市において、和歌山県、

三重県、奈良県の三県議会による、第１４回紀伊半島

三県議会交流会議が開催されました。 

会議では、「過疎地域の持続的な発展」と「大規模

広域防災拠点の整備」について、意見交換が行われ、

必要となる財源の確保等について三県が連携し、国に

対して要望していくことが合意されました。 

 

 

 

 

１０月 
⑬ 防災、減災、国土強靱化対策に係る意見書を提出 

《市議会・町村議会議長会会長と共に国へ要望》 

９月定例月会議において可決された「防災、減災、

国土強靱化対策の継続及び拡充を求める意見書」を、

１０月１日に議長が国関係機関に対して提出し、要

望の実現を働きかけました。 

特に、国土強靱化担当大臣あての意見書について

は、三重県市議会議長会会長の世古明伊勢市議会議

長、三重県町村議会議長会会長の上村久仁南伊勢町

議会議長とともに内閣官房国土強靱化推進室を訪

れ、五道仁実次長に対して直接手渡しました。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 内閣官房国土強靱化推進室次長に 

意見書を手渡す３議長 

紀伊半島三県議会交流会議 
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～議員報酬、政務活動費及び選挙など～ 
 

５月 ⑭ 政務活動費の減額《４５％減額することを決定》 

 新型コロナウイルス感染症対策の推進に資するた

め、議会における会派に係る政務活動費を減額するこ

とを決定しました。 

 その内容は、令和２年７月から令和３年６月までの

間、４５％減額（既に３０％減額しているところに１

５％を上乗せ）するものです。 

これを踏まえ、正副議長が、知事に報告を行うとと

もに、新型コロナウイルス対策の充実について申し入

れを行いました。 

なお、政務活動費の減額は、６月３０日、議員提出

議案として本会議に上程され、同日可決されました。 

 

 

 

 

１０月 
⑮ 「選挙区及び定数に関する在り方調査会」の報告 

《約１年にわたる調査のとりまとめ》 

昨年６月２８日に、三重県議会における選挙区及び

定数の在り方について調査するため、「選挙区及び定

数に関する在り方調査会」を設置しました。  

調査会では、大学教授など外部の有識者８名を委員

として、「人口減少・地方創生時代における県議会の

在り方や果たすべき役割」とそれらを踏まえた「三重

県議会の議員の定数及び選挙区の在り方」について、

１０回の会議と２回の現地調査を通じて調査が進め

られました。 

本年１０月２０日に、東京大学で調査会の金井座長

から議長に対して、約１年にわたる調査の結果をとり

まとめた報告書が提出されました。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

座長から報告書を受け取る議長 

 

知事への申し入れ 
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～その他～ 
 

１月 
⑯ 「大規模地震対応マニュアル」に基づく訓練の実施 

《大規模災害時の議員の行動等を確認》 

大規模地震対応マニュアルに基づき、１月１５日、

災害発生時に議員や事務局職員がとるべき行動、役

割等を確認することを目的に「大規模地震対応訓練」

を実施しました。 

訓練は、本会議中に三重県南東沖を震源とする南

海トラフ地震が発生（三重県内最大震度７）という

想定で実施。地震発生の音声が流れると、議長の指

示で議員らは机の下に隠れ、身の安全を確保する姿

勢をとり、その後、周囲の安全を確認した上でヘル

メットを着用し、非常階段を使って議事堂の正面玄

関前まで避難しました。 

最後にマニュアルに基づき、地震発生から７２時

間経過後最初に到来する午後１時という想定で、災

害対策会議を実施しました。 

議会独自で行う災害訓練としては初めての取り組

みでした。 

 

 

 

 

４月 ⑰ 「災害対策会議」の開催《新型コロナへの議会としての対応を協議》 

新型コロナウイルス感染症に的確に対応していく

ため、「大規模な災害その他緊急事態への対応に関す

る三重県議会指針」を適用し、４月１７日から５月２

９日にかけて８回の災害対策会議を開催しました。 

議会運営や議員の行動等について、様々な協議を行

うとともに、議会の基本的な方針である「三重県議会

新型コロナウイルス感染症対応方針」を定めました。 

また、新型コロナウイルス感染症に関する執行部の

取組等についても説明を受け、質問を行うなどの対応

を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

検討プロジェクト会議の様子 

議場での訓練 

 

災害対策会議 
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８月 
⑱ 「新型コロナウイルス感染症に関する対応マニュアル検討プロジェクト会

議」設置《オンライン会議についても検討》 

コロナ禍における議会の対応方針を示すマニュア

ルを策定するため、８月１９日の議会改革推進会議役

員会において議員８名で構成する「新型コロナウイル

ス感染症に関する対応マニュアル検討プロジェクト

会議」を設置しました。 

８月２８日には第１回会議を開催し、以降１０月２

８日までに６回の会議を開催し、精力的にマニュアル

策定に向けた検討を行いました。 

プロジェクト会議では、これまでの新型コロナウイ

ルス対策にかかる議会の取り組みの検証、これらを踏

まえた今後の議員の行動指針の検討等を行うほか、議

員参集のリスクが生じた場合の、委員会のオンライン

開催にかかる条例改正についても検討を行いました。 

 

 

 
 

 
プロジェクト会議 

 


